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【今回の募集金額】 10,000百万円
　

提出日 2024年９月18日

効力発生日 2024年９月26日

有効期限 2026年９月25日

発行登録番号 ６－関東１

発行予定額又は発行残高の上限（円） 発行予定額　300,000百万円

番号 提出年月日 募集金額（円） 減額による訂正年月日 減額金額（円）

６－関東１－１ 2024年10月９日 35,000百万円 － －

６－関東１－２ 2024年11月28日 10,000百万円 － －

６－関東１－３ 2025年１月17日 15,000百万円 － －

６－関東１－４ 2025年１月17日 10,000百万円 － －

６－関東１－５ 2025年７月24日 10,000百万円 － －

６－関東１－６ 2025年７月24日 59,000百万円 － －

６－関東１－７ 2026年１月16日 15,000百万円 － －

６－関東１－８ 2026年１月16日 10,000百万円 － －

６－関東１－９ 2026年３月11日 10,000百万円 － －

６－関東１－10 2026年４月８日 10,000百万円 － －

６－関東１－11 2026年６月９日 10,000百万円 － －

実績合計額（円）
194,000百万円

（194,000百万円）
減額総額（円） なし

【表紙】

【発行登録書の内容】

【これまでの募集実績】

（発行予定額を記載した場合）

　（注）　実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ

き算出しております。
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【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額） 　106,000百万円

（106,000百万円）

（注）　残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段

（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づき算出

しております。

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額） －円

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

（発行残高の上限を記載した場合）

該当事項なし
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銘柄 株式会社クレディセゾン第121回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金10,000百万円

各社債の金額（円） 10万円

発行価額の総額（円） 金10,000百万円

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 年2.448％

利払日 毎年１月31日及び７月31日

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限

(1）本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれをつけ、2027年１月31日を第

１回の利息支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年１月31日及び７月31

日にその日までの前半か年分を支払う。

(2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上

げる。

(3）半か年に満たない期間につき利息を支払うときは、その半か年の日割をもってこれを

計算する。

(4）償還期日後は利息をつけない。

２．利息の支払場所

別記（（注）「15．元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 2031年７月31日

償還の方法 １．償還金額

各社債の金額100円につき金100円

２．償還の方法及び期限

(1）本社債の元金は、2031年７月31日にその総額を償還する。

(2）償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄に定める振替機関が

別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことができる。

３．償還元金の支払場所

別記（（注）「15．元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込証拠金には

利息をつけない。

申込期間 2026年７月21日から2026年７月30日まで

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年７月31日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。

財務上の特約（担保提供

制限）

１．当社は、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行した、または国内で

今後発行する他の社債には担保提供（当社の資産に担保権を設定する場合、当社の特定

の資産につき担保権設定の予約をする場合及び当社の特定の資産につき特定の債務以外

の債務の担保に供しない旨を約する場合をいう。以下「担保提供」という。）をしな

い。ただし、本社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する

場合にはこの限りではない。

２．前項に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分でない場合、当社は本社債のた

めに担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定する。

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】
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財務上の特約（その他の

条項）

１．担保付社債への切換

当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のために担保付社債信託法に基づ

き、社債管理者が適当と認める担保権を設定することができる。

２．担保権設定の手続

当社が、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄または前項により本社債のために担

保権を設定する場合は、当社は、直ちに登記その他必要な手続きを完了し、かつ、その

旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告する。

　（注）１．信用格付

本社債について信用格付業者から取得した信用格付及び取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する情

報の入手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付業

者の連絡先）

(1）株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

信用格付：Ａ＋（シングルＡプラス）（取得日　2026年７月17日）

入手方法：Ｒ＆Ｉのホームページ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクショ

ン・コメント」及び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート

検索画面に掲載されている。

問合せ電話番号：03-6273-7471

(2）株式会社日本格付研究所（以下「ＪＣＲ」という。）

信用格付：ＡＡ－（ダブルＡマイナス）（取得日　2026年７月17日）

入手方法：ＪＣＲのホームページ（https://www.jcr.co.jp/）の「ニュースリリース」右端「一覧を見

る」をクリックして表示される「ニュースリリース」（https://www.jcr.co.jp/release/）

に掲載されている。

問合せ電話番号：03-3544-7013

信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の

表明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。

信用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク

等、信用リスク以外のリスクについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評

価において各信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる

（もしくは保留される）ことがある。各信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体

から提供された情報を含む。）を利用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではな

い。

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第

２号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第１項の定めに従い社債券を発行することができない。

３．社債管理者

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

４．特定資産の留保

(1）当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも当社の特定の資産（以下「留保資産」という。）を本社債以

外の債務に対し担保提供を行わず本社債のために留保することができる。この場合、当社は社債管理者と

の間にその旨の特約を締結する。

(2）本（注）４(1)の場合、当社は社債管理者との間に次の①から⑥についても特約する。

①　留保資産のうえに本社債の社債権者の利益を害すべき抵当権、質権その他の権利またはその設定の予約

等が存在しないことを、当社が保証する旨。

②　当社は、社債管理者の書面による承諾なしに留保資産を他に譲渡もしくは貸与しない旨。

③　当社は、原因の如何にかかわらず、留保資産の価額の総額が著しく減少したときは直ちに書面により社

債管理者に通知する旨。

④　当社は、社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請求したときは直ちに社債管理者の指定する資

産を留保資産に追加する旨。

⑤　当社は、本社債の未償還残高の減少またはやむを得ない事情がある場合は、社債管理者の事前の書面に

よる承諾により、留保資産の一部または全部につき社債管理者が認める他の資産と交換し、または留保

資産から除外することができる旨。

⑥　当社は、社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請求したときは、本社債のために留保資産のう

えに担保付社債信託法に基づき担保権を設定する旨。
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(3）本（注）４(1)の場合、社債管理者は社債権者保護のために必要と認められる措置をとることを当社に請

求することができる。

５．担保提供制限にかかる特約の解除

当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄もしくは「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項によ

り本社債のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定した場合、または本（注）４により特定の資産を

留保した場合で、社債管理者が承認したときは、以後別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄及び本

（注）８(1)は適用しない。

６．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次の各場合に該当したときは、直ちに本社債について期限の利益を失う。ただし、当社が本社債権

保全のために担保付社債信託法に基づき、社債管理者が適当と認める担保権を設定した場合であって、社債

管理者が承認したときには、本（注）６(2)は適用しない。

(1）当社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。

(2）当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄の規定に違背したとき。

(3）当社が別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第２項、本（注）７、本（注）８、本（注）９(2)及

び本（注）12の規定、条件に違背し、社債管理者の指定する１ヶ月を下回らない期間内にその履行また

は補正をしないとき。

(4）当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすることが

できないとき。

(5）当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当社以外の社債またはその

他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、こ

の限りではない。

(6）当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または取締役会に

おいて解散（合併の場合を除く。）の決議を行ったとき。

(7）当社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命

令を受けたとき。

(8）当社の事業経営に重大な影響をおよぼす財産に対し、差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てがあ

ったとき、またはその他の事由により当社の信用を害する事実が生じたときで、社債管理者が本社債の

存続を不適当であると認めたとき。

７．社債管理者に対する定期報告

(1）当社は平常社債管理者にその事業の状況を報告し、毎事業年度の決算及び剰余金の処分（会社法第454条

第５項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者に通知する。ただし、当該通知に

ついては、当社が本（注）７(2)に定める社債管理者への通知を行った場合または書類を社債管理者に提

出した場合はこれを省略することができる。当社が、会社法第441条第１項に定められた一定の日におい

て臨時決算を行った場合も同様とする。

(2）当社は、金融商品取引法に基づき有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書及び訂正報告書並びにその添

付書類を関東財務局長に提出した場合には、社債管理者に遅滞なく通知する。ただし、社債管理者がそれ

らの写の提出を要求した場合には、当社は社債管理者にそれらの写を提出する。

８．社債管理者に対する通知

(1）当社は、本社債発行後、当社が国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の社債のために担保提

供を行う場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、社債の内容及び担保物その他必要な事

項を社債管理者に通知する。

(2）当社は、次の各場合には、決定後遅滞なく書面により社債管理者に通知する。

①　当社の事業経営に重大な影響をおよぼす財産を譲渡または貸与しようとするとき。

②　当社の事業の全部または重要な部分を変更、休止、廃止もしくは移転しようとするとき。

③　資本金または資本準備金もしくは利益準備金の額を減少しようとするとき。

④　組織変更、合併または会社分割をしようとするとき。

(3）当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに変更が生じたときは、遅滞なく社

債原簿にその旨の記載を行い、書面をもって社債管理者に通知する。

９．社債管理者の調査権限

(1）社債管理者は、本社債の管理委託契約証書の定めに従い、社債管理者の権限、義務を履行するために必要

であると認めたときには、いつでも当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿

書類等に関する報告書の提出を請求し、またはこれらにつき調査することができる。

(2）本（注）９(1)の場合で、社債管理者が当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うと
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きは、当社はこれに協力する。

10．社債権者の異議手続における社債管理者の権限

社債管理者は、会社法第740条第２項本文の規定にかかわらず、同条第１項に定める異議の申立てに関し、

社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。

11．社債管理者の辞任

社債管理者は、本社債の社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合（利益が相反するおそれがある

場合を含む。）、その他正当な事由があるときは、社債管理者の事務を承継する者を定めて辞任することが

できる。

12．社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社定款所定の電子

公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、当社定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する各１種以

上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。

13．社債権者集会に関する事項

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債（以下「本種類の

社債」と総称する。）の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集

会の日の３週間前までに社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）12に定

める方法により公告する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、社債管理者に対し、本種類の社債に関

する社債等振替法第86条第３項に定める書面を提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の

理由を記載した書面を当社または社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求する

ことができる。

14．発行代理人及び支払代理人

別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程に基づく本社債の発行代理人業務及び支払代理人業務は、

株式会社三菱ＵＦＪ銀行においてこれを取り扱う。

15．元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その他の規則に

従って支払われる。
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引受人の氏名又は名称 住所
引受金額

（百万円）
引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社
東京都千代田区大手町一丁目９番２号 1,800

１．引受人は、本社債の全

額につき、共同して買

取引受を行う。

２．本社債の引受手数料は

各社債の金額100円に

つき金50銭とする。

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番

１号
1,200

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 1,200

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 1,200

ＦＦＧ証券株式会社
福岡県福岡市中央区天神二丁目13番１

号
1,200

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 800

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 800

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 800

静銀ティーエム証券株式会社 静岡県静岡市葵区追手町１番13号 500

岡三証券株式会社
東京都中央区日本橋室町二丁目２番１

号
400

ちばぎん証券株式会社
千葉県千葉市中央区中央二丁目５番１

号
100

計 － 10,000 －

２【社債の引受け及び社債管理の委託】

（１）【社債の引受け】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

１．社債管理者は、本社債の管理を受

託する。

２．本社債の管理手数料については、

社債管理者に、期中において年間

各社債の金額100円につき金１銭

を支払うこととしている。

（２）【社債管理の委託】

払込金額の総額（百万円） 発行諸費用の概算額（百万円） 差引手取概算額（百万円）

10,000 78 9,922

３【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額9,922百万円は、全額を購入斡旋実行資金として2026年７月末までに充当する予定であ

ります。

2026/07/17 10:06:56／26377310_株式会社クレディセゾン_発行登録追補書類（株券、社債券等）

- 5 -



第２【売出要項】
　該当事項なし

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項なし
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項なし

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第76期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）　2026年６月16日関東財務局長に提出

２【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2026年７月17日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を2026年６月17日に

関東財務局長に提出

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2026年７月17日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2026年６月18日に

関東財務局長に提出

第２【参照書類の補完情報】
　以下の内容は、上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、その全体

を一括記載したものであります。なお、当該有価証券報告書の提出日以後、本発行登録追補書類提出日（2026年７月17

日）までの間において生じた変更箇所は下線で示しております。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提出日現

在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。なお、当該有価証券報告書に記

載されている将来に関する事項は、その達成を保証するものではありません。

「事業等のリスク」

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループの財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

です。本項の記載は、当社グループの企業価値、資本効率及び中期経営ビジョンの遂行に与える影響の大きさを踏ま

え、影響度、発生可能性、顕在化時期及び経営戦略との関連性を総合的に勘案したものです。

　なお、文中の将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日現在において当社グループが判断したものです。

(1）経営戦略、事業ポートフォリオ及びグローバル展開に関するリスク

①　事業ポートフォリオ変革及び資本配分に関するリスク

　当社グループは、中期経営ビジョンのもと、ペイメント事業、ファイナンス事業及びグローバル事業を中心に成

長戦略を推進しております。これらの施策の実行に当たり、事業ポートフォリオの見直し又は資本配分の判断が適

時適切に行われない場合、成長分野への投資機会の逸失、低収益事業の見直しの遅延、投資損失又は減損損失の発

生等を通じて、当社グループの業績、財政状態及び企業価値に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、取締役会等において、事業環境及び投資案件の状況を踏まえ、必要に応じて事業ポートフォ

リオ及び資本配分の見直しを行っております。

②　グローバル事業に関するリスク

　当社グループは、インド、東南アジア及びラテンアメリカ地域を中心に、レンディング事業及びインベストメン

ト事業を展開しております。

　これらの地域は高い成長性が期待される一方で、日本国内と比較して、景気変動、政治・社会情勢、法規制、金

融政策及び市場構造の変化等が事業に与える影響が大きく、事業運営における不確実性も相対的に高い傾向にあり

ます。このような環境下において、景気の悪化、金利・為替の変動、資金調達環境の悪化、提携先や投資先の業績

悪化、回収環境の悪化等が生じた場合には、資金調達コストの上昇、貸倒関連費用の増加、投資損失の計上、追加

的な資本投下、事業再編又は撤退に伴う費用の発生等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。
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　当社グループでは、各国事業会社の業績、資産の質、規制動向及び資金繰りの状況について継続的にモニタリン

グを行うとともに、国別及び商品別のポートフォリオ管理やIHQ（国際統括本部）を通じた現地ガバナンスの強化

等により、リスクの低減に努めております。

③　関係会社及び投資・提携先に係るリスク

　当社グループは、関係会社、投資先及び提携先との協業を通じて、顧客基盤、商品・サービス及び事業領域を拡

大しております。一方で、重要な関係先において業績悪化、ガバナンス不全、事業計画の未達、契約条件の変更又

は提携解消等が生じた場合、顧客獲得チャネルの縮小、取扱高の減少、関連収益の低下、持分法損益又は投資損益

の悪化等を通じて、当社グループの業績及び企業価値に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、関係会社については業績、ガバナンス及びリスク管理の状況を、投資先については投資後モ

ニタリング及び事業計画の達成状況を、提携先については取引量、取引条件及び運営状況を、それぞれ定期的に確

認し、重要性に応じて対応方針を見直しております。

(2）外部環境に関するリスク

①　経済環境、金利、為替及び地政学要因等の変化による影響

　当社グループは、国内に加え海外でも事業活動を展開しており、国内外の景気後退、物価上昇の長期化、金利・

為替の変動、地政学上の緊張の高まり、通商政策の変更等の影響を受けます。これらの変化が想定を上回る場合に

は、後記の信用リスク、市場リスク及び流動性リスク等にも波及し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

　当社グループでは、国内外のマクロ経済、金利、為替及び国別リスク動向を継続的にモニタリングし、商品運

営、与信方針、投資方針及び資金調達方針の見直しを適時に行っております。

②　他社との競争による影響

　ペイメント事業においては、コード決済・スマートフォン決済その他の決済手段の多様化、異業種及びテクノロ

ジー企業の参入、ポイント・顧客基盤を活用した囲い込み競争等により、会員獲得競争及び加盟店獲得競争が激化

しております。これらの競争が一層進んだ場合、ショッピング取扱高の伸びの鈍化、加盟店手数料率の低下、会員

獲得コスト及びポイント関連費用の増加等を通じて、当社グループの収益性に影響を及ぼす可能性があります。

　ファイナンス事業においては、信用保証事業及び不動産ファイナンスを含むファイナンス関連事業の各領域にお

いて、各種金融機関との間で、取引条件、案件獲得、提携先開拓及びサービス品質等を巡る競争が継続しておりま

す。これらの競争が一層進展した場合には、貸出利回り又は保証料率の低下、取引機会の減少等により当社グルー

プの収益性に影響を及ぼす可能性があります。

　グローバル事業においては、インド、東南アジア及びラテンアメリカ等で展開するレンディング事業及びインベ

ストメント事業において、現地銀行、ノンバンク金融会社、フィンテック企業及び海外からのグローバルプレイヤ

ーとの競争が激化する可能性があります。競争激化により、優良顧客の獲得競争、貸出利回りの低下、投資案件の

取得コストの上昇、投資回収期間の長期化等が生じた場合、当社グループの収益性及び成長性に影響を及ぼす可能

性があります。

　当社グループでは、ペイメント事業における富裕層、法人及び中小事業者領域へのシフト、高稼働・高単価顧客

基盤の拡大、ファイナンス事業における業務のデジタル化・効率化及び提案力の強化、グローバル事業における

国・地域特性に応じた商品設計、業務プロセスのデジタル化並びにIHQ（国際統括本部）を通じたガバナンスの強

化等を通じて、競争力の維持・向上を図っております。

③　各種規制及び法制度の変更による影響

　当社グループは、会社法をはじめ、割賦販売法、貸金業法、銀行法、金融商品取引法、保険業法、個人情報保護

法、犯罪収益移転防止法、景品表示法、消費者保護関連法令、その他の国内外の法令諸規制、監督官庁の指針及び

業界団体の自主規制等の適用を受けております。これらの法制度、監督方針又は自主規制等の新設、改正、解釈の

変更又は運用の厳格化が生じた場合、カード募集、加盟店管理、与信運営、債権回収、保証審査、広告表示、本人

確認、外部委託管理、海外子会社管理、データ利活用及びシステム対応等の見直しが必要となり、追加的なシステ

ム投資や運営コストの増加、商品・サービス内容又は業務フローの変更、特定サービスの提供制約等を通じて、当

社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。特に、新興国市場においては、規制の変更又は

運用見直しが事業環境に与える影響が相対的に大きい場合があります。

　当社グループでは、監督官庁、業界団体等を通じて法令諸規制の制定・改正動向及び監督方針の変化を把握し、

必要に応じて、社内規程、業務フロー、商品設計及びシステムの見直しを行う体制を整備しております。

2026/07/17 10:06:56／26377310_株式会社クレディセゾン_発行登録追補書類（株券、社債券等）

- 8 -



④　気候変動による影響

　当社グループは、気候変動が地球環境及び経済社会に広範な影響を及ぼす重要課題であると認識しております。

規制強化、カーボンプライシングの強化、取引先の事業構造転換や消費者行動の変化等に伴う移行リスク及び異常

気象、風水害等に伴う物理的リスクが顕在化した場合、信用コストの増加、資産価値の低下、オペレーションコス

トの増加及び社会的信用の低下等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に中長期的な影響を及ぼす可能性が

あります。

　当社グループでは、サステナビリティ推進委員会及び気候変動に関する会議体を通じて、気候変動リスク及び機

会の把握、シナリオ分析、投融資ポートフォリオへの影響評価及び情報開示の拡充を進めております。

(3）財務基盤に関するリスク

①　流動性リスク（資金調達に関するリスク）

　当社グループの主な資金調達方法は、銀行等の金融機関からの借入金のほか、社債やコマーシャル・ペーパー

（CP）の発行等の資本市場からの調達であります。調達方法の中には、短期借入金やCP等、調達期間が一年以内の

ものが相当額あり、また一年以内に返済・償還予定の長期負債もあることから、業績悪化や信用格付の格下げ等の

当社グループ特有の要因や経済・金融危機、自然災害等の外部要因によって流動性リスクが高まると、当社グルー

プの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、資金調達の長期化・固定化を一定割合維持するとともに、コミットメントライン等の流動性

補完枠の設定や、社債・債権流動化等による資金調達の多様化、償還時期の分散により、流動性リスクの低減を図

っております。

②　市場リスク

　当社グループは、上場・非上場株式、投資ファンド、債券、不動産及び不動産ファンド等の投資資産を保有して

おります。また、資金調達の一部に変動金利を利用しており、海外事業に伴う為替変動リスクも有しております。

株式、債券、不動産等の市場価格が下落した場合又は金利・為替が不利に変動した場合、有価証券評価損、投資フ

ァンド損益の変動、不動産関連評価損、資金調達利息の増加及び為替差損等を通じて、当社グループの業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、RCM（リスクキャピタル・マネジメント）やALM（資産・負債の総合管理）に基づき、投資方

針及び限度額の設定、事前審査、継続的なモニタリング並びに必要に応じたヘッジ及び調達条件の見直しを実施

し、取締役会及びALM委員会において短期・中長期の双方の観点から市場リスクを管理しております。

③　信用リスク

　当社グループは、クレジットカード債権、リース債権、不動産ファイナンス債権、海外レンディング債権、その

他の債権を保有しております。また、信用保証業務に伴う保証債務も負っております。国内外の経済環境の悪化、

雇用・所得環境の変化、不動産市況の悪化、特定地域又は特定セグメントにおける延滞率の上昇、不正利用の増加

等により、契約条件に従った返済又は回収がなされない場合には、貸倒関連費用の増加、保証債務履行の増加、担

保処分時の回収不足等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、信用リスク管理に関する諸規程に基づき、与信限度額管理、信用情報管理及び途上与信管理

等を行うとともに、債権管理会議等を通じて債権ポートフォリオの状況を継続的にモニタリングしております。加

えて、審査モデルの継続的な見直しや回収戦略の高度化を進めております。また、クレジットカードの入会審査に

おいては、機械学習モデルを活用した発行審査を導入し、審査上、慎重な判断を要する申込者を識別して与信判断

を行う等、審査精度の向上に取り組んでおります。さらに、カードの不正利用の防止に向けては、ルールベースの

検知を基軸としつつ、不審な取引態様の変化に応じて検知ロジックの見直し・高度化を実施しております。

　なお、グローバル事業においては、海外現地法人による信用リスク管理に加え、インド及びシンガポールを中心

とした各国間の横断的な与信管理体制の整備を進め、グローバル債権管理会議等を通じて各国の債権状況を月次で

モニタリングしております。

　これらの取組に加え、債務者の信用状況及び担保価値を踏まえ、必要な貸倒引当金を計上しております。
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④　利息返還損失引当金に関するリスク

　当社グループでは、国内において過去に弁済を受けた利息のうち、利息制限法に定められた上限金利を超過する

部分について、顧客から返還請求を受ける可能性があります。今後、経済環境の大幅な変動、請求件数又は処理単

価の上昇、法令解釈の変更等により返還請求が想定を上回って増加した場合、一時的な費用負担の増加を通じて、

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、過去実績、直近の請求動向及び外部環境を踏まえ、引当金の見積りを継続的に見直しており

ます。

⑤　のれんの減損に関するリスク

　当社グループは、連結財務諸表についてIFRS会計基準を適用しております。日本基準ではのれんの償却が規則的

に行われるため、時の経過に伴いのれんの残高は減少し減損リスクも小さくなりますが、IFRS会計基準では定期的

にのれんの償却が行われないため、将来にわたって減損リスクが残ります。M&A等により新たなのれんが発生する

と、その都度のれんの残高は増加し、減損処理を行った際に当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

　当社グループにおいては、RCMにより投資限度額を設定することで、過度なリスクを取らない仕組みを設けると

ともに、投資段階で主管部門及び専任部門による買収価格の妥当性の審議を行い、投資後に収支計画の達成に向け

たフォローアップ及び経営環境の定期モニタリングを実施しております。

(4）業務運営に関するリスク

①　情報セキュリティ・サイバーセキュリティリスク

　当社グループは、カード会員情報を含む各種情報資産及び基幹システムを保有・運用しており、これらの機密

性、完全性及び可用性の確保が重要です。外部からのサイバー攻撃、ランサムウェア、不正アクセス、マルウェア

感染、委託先又はクラウドサービスを経由した侵害、脆弱性対応の遅れ、内部者による不正持出し、生成AIを含む

AIの利用に伴う機密情報の不適切な入力・外部送信等、その他の技術的又は運用上の要因により、情報漏えい、デ

ータ改ざん、システム停止又はサービス利用不能が生じた場合、損害賠償、行政対応、復旧費用、顧客離反及び社

会的信用の低下等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、情報セキュリティリスクへの対応として、経営陣主導のもと、従業員が主体的に関与し、国

際的な基準又は監督官庁が定めるガイドラインに準拠したアクセス権限管理、脆弱性管理、ログ監視、委託先管

理、監視体制の整備、インシデント対応訓練及び継続的な従業員教育を実施し、情報資産や重要システムの保護及

びインシデント発生時の迅速な検知、封じ込め並びに復旧を図っております。また、重大なインシデントが発生し

た場合には、関係部門及び経営陣への速やかな報告・連携を通じて、被害拡大の防止を図っております。

　また、生成AIを含むAIの利用に伴う情報セキュリティ上のリスクに対応するため、情報の取扱いに関するガイド

ラインの策定、アクセス権限の管理、利用状況の監視、並びに取締役、監査役、執行役員及び従業員を対象とした

教育・研修等の統制を実施しております。

②　システムリスク

　当社グループのペイメント事業、ファイナンス事業及びグローバル事業等の主要な事業は、決済処理、与信・保

証審査、請求・回収、加盟店精算、会員向けサービス、その他の重要な業務等において、コンピュータシステム及

び通信ネットワークに高度に依存しております。また、業務のデジタル化、内製開発の拡大、API基盤の活用、外

部サービス連携及び生成AIを含むデジタル技術の活用の進展に伴い、システム構成及び運用プロセスは一層高度

化・複雑化しております。このような状況下で、システム不具合、通信回線障害、機器故障、大規模災害、開発又

は変更管理の不備、外部サービス又は委託先の障害等が生じた場合、重要業務の停止又は遅延、誤処理、追加的な

復旧費用又は代替対応費用の発生、顧客利便性の低下等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響

を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、平時からシステムの安定稼働の維持に努めるとともに、重要システムのバックアップ確保及

びシステムコンティンジェンシープランの整備、対応手順の明確化並びに定期的な訓練・シミュレーションを実施

しております。外部委託先の活用に際しては、社内規程に基づき、定期的な評価を実施し管理の徹底を図っており

ます。さらに、重大なシステム障害が発生した場合には、社内規程に従い危機管理委員会に速やかに報告し、全社

的な対応を行っております。また、他社におけるインシデント発生事案を参考にした改善に取り組み、継続的なリ

スク低減を図っております。

③　大規模災害等危機発生時における事業継続リスク

　当社グループは、主要システム、業務運営拠点、本社機能、回収業務及び一部文書管理機能において、拠点・要

員・委託先への依存を一定程度有しております。大規模地震、風水害、感染症、長時間停電、通信障害、サイバー
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攻撃又は委託先停止等により、主要拠点、主要システム又は重要業務が長期間停止した場合、決済、請求回収及び

顧客対応等の継続に支障が生じ、復旧コスト、機会損失及び社会的信用の低下等を通じて、当社グループの業績及

び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、事業継続計画（BCP）の策定・見直し、代替運営体制の整備、優先業務及び縮退業務の明確

化、在宅勤務及び代替拠点の活用、重要文書の電子化並びに机上訓練及び実動訓練を継続的に実施しております。

　また、重要業務を担うプロセシングセンターは東京ユビキタス及び関西ユビキタスに分散し、免震機能や非常用

電源を備える等の災害対策を講じております。さらに、危機管理及びリスク管理に関する各会議体を通じて、リス

クの棚卸し及びコントロールを実施し、事業継続体制の実効性向上を図っております。

④　コンプライアンスリスク

ａ．法令等への対応不備又は違反等に関するリスク

　当社グループは、会社法をはじめ、割賦販売法、貸金業法、銀行法、金融商品取引法、保険業法、個人情報保

護法、犯罪収益移転防止法、景品表示法、消費者保護関連法令、その他の国内外の法令諸規制、監督官庁の指針

及び業界団体の自主規制等の適用を受けております。また、当社の事業特性上、経済安全保障関連法令等への対

応が求められる場合があります。これらの法令諸規制に対する理解不足、法令等遵守態勢の整備又は運用の不

備、取締役、監査役、執行役員、従業員若しくは委託先による不適切な業務遂行等により対応不備又は違反等が

発生した場合には、行政処分、業務の一部停止・是正命令、追加的な対応費用の発生、商品・サービスの見直し

又は停止及び社会的信用の低下等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　当社グループでは、経営陣主導のもと、法令等の遵守を経営上の重要課題と位置付け、国内外の法令、監督指

針及び自主規制の動向を継続的に把握するとともに、社内規程、業務運営及び商品・サービスの内容について必

要な見直しを行っております。加えて、取締役、監査役、執行役員及び従業員に対する継続的な教育・研修、業

務遂行状況のモニタリング、内部通報制度の運用を通じて、コンプライアンス態勢の維持・強化に努めておりま

す。さらに、当社ではコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する施策の方向性及び実施状況

並びに各業法の遵守状況について審議・確認を行っております。コンプライアンスを所管する部門は、同委員会

の審議結果を取締役会及び執行役員会へ報告することで、コンプライアンス態勢の実効性向上を図っておりま

す。

ｂ．個人情報の漏えい又は不適切な取扱いに関するリスク

　当社グループは、カード会員情報をはじめ、顧客情報、加盟店情報、法人情報、その他の多様な情報を保有・

利用しており、その中には多くの個人情報が含まれております。これらの個人情報について、漏えい、滅失又は

毀損に加え、不適切な取得・利用・第三者提供、目的外利用、本人同意若しくは本人対応の不備、越境移転又は

委託先管理の不備等が発生した場合には、損害賠償請求、行政対応、事故調査・復旧費用の発生、顧客及び取引

先からの信頼低下等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、デー

タ連携の高度化、業務委託及び外部サービスの活用の拡大に伴い、本リスクの重要性は高まっております。

　当社グループでは、個人情報保護法その他関係法令に基づき、個人情報の適正な取扱いを確保するための個人

情報管理態勢を整備するとともに、利用目的の管理、委託先管理、アクセス権限管理その他必要な安全管理措置

を講じております。また、取締役、監査役、執行役員及び従業員に対する教育・研修を継続的に実施し、個人情

報の適正な運用を行っております。

ｃ．マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対応に関するリスク

　当社グループは、国内外で金融関連事業を展開しており、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策並び

に経済制裁対応は重要な経営課題です。取引時確認、継続的顧客管理、取引モニタリング、フィルタリング、疑

わしい取引の届出、制裁対象者の確認、その他の対応が十分に機能せず、関係法令、監督指針又は当局の要請に

適切に対応できない場合には、行政処分、業務運営の制約並びに社会的信用の低下等を通じて、当社グループの

業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、国内外の法令等、監督指針及びリスクベース・アプローチの考え方を踏まえ、経営陣主導

のもと管理態勢の整備及び運用を行うとともに、取締役、監査役、執行役員及び従業員に対する教育・研修その

他の必要な対応を実施することにより、法令違反の未然防止及び対応能力の向上に取り組んでおります。

ｄ．訴訟に関するリスク

　当社グループは、国内外において、クレジットカード、ファイナンスその他各種サービスを提供しておりま

す。これらの事業活動に関連して、システム障害、契約解釈の相違、広告・勧誘、個人情報の取扱い、知的財産

権侵害、海外事業における法令・商慣行対応等を契機として、利用者、加盟店、取引先その他の第三者から、訴
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訟、仲裁、その他の法的請求を受ける可能性があります。これらの結果、損害賠償金、和解金、訴訟対応費用そ

の他の追加費用の発生、又は商品・サービス内容の見直し若しくは提供制限が必要となった場合には、当社グル

ープの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、商品・サービスの導入又は改定時における法務レビュー、外部専門家との連携、契約管理

及び知的財産管理の適切な運用等を通じて、法的紛争の未然防止及び影響の低減を図っております。

ｅ．生成AIの活用に関するリスク

　当社グループは、業務効率化、高度な分析、サービス品質の向上等を目的として、生成AIを含むAIの活用を進

めております。一方で、法令又は社内ルールに反する情報の入力や、外部情報の不適切な取得・利用により、誤

った情報の発信、著作権等の知的財産権の侵害が生じるおそれがあります。こうした事象が生じた場合には、法

令違反や行政対応、損害賠償の発生、顧客及び取引先からの信頼低下等によって、当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、生成AIを含むAIの活用に関する社内規程及び情報の取扱いに関するガイドラインを整備

し、利用対象業務及び利用目的の明確化、個人情報・第三者著作物の入力制限、出力内容に対する人による確

認、対外説明又は顧客対応に利用する場合の承認・確認プロセス、外部の生成AIサービスの導入時の審査及び継

続的な評価並びに取締役、監査役、執行役員及び従業員に対する教育・研修等の統制を実施することにより、安

全かつ責任ある利用を図っております。

⑤　事務リスク

　当社グループは、多種多様な商品・サービスに関する申込、審査、契約、請求、回収、精算等の事務処理を行っ

ております。各種業務においては、DX・AIの活用等を通じて、省人化、業務効率化及び精度向上を図っております

が、一部のプロセスでは、従業員による確認作業や手作業が必要となる場合があります。マニュアル・手順の不

備、業務フロー上の統制不足、繁忙時の対応負荷、手作業工程における誤処理、承認プロセスの逸脱等により重大

な事務処理上の誤りが発生した場合、対応コストの増加、損失の発生、行政上の対応又は社会的信用の低下等を通

じて、当社グループの業務運営、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループでは、事務取扱マニュアルの整備・更新、定期的な点検、重要事務プロセスの標準化・自動化、ワ

ークフローの整備、財務報告に係る内部統制の整備・運用、従業員教育及び業務実施状況のモニタリングを通じ

て、事務リスクの低減を図っております。

⑥　人的リスク

　当社グループが持続的に成長するためには、企業戦略と連動した人材戦略のもと、DX・AI、データ分析、グロー

バル事業運営、金融・不動産ファイナンス、リスク管理、コンプライアンス等の高度専門人材を含む多様な人材の

確保・育成・定着が不可欠です。当社グループに必要な人材の獲得が困難である場合や、人材の社外流出が生じた

場合、商品・サービスの高度化、グローバル事業の拡大、管理体制の強化又は業務効率化の推進が停滞し、当社グ

ループの業務運営、成長性及び収益性に影響を及ぼす可能性があります。また、施策や人材がグループ内の一部の

会社に偏ることも、グループ全体の潜在成長力の低下につながる可能性があります。

　当社グループでは、多様な働き方の整備、公正な処遇、人材育成施策、グループ内人材交流及び専門人材の育

成・採用の強化を進めるとともに、人事部門に設置したHRBP（Human Resource Business Partner）が、事業部門

や関係会社のパートナーとして「人と組織」に関わる課題解決を推進しつつ、事業成長を人事面から伴走型で支援

しております。加えて、重要ポストに関する後継者の育成・配置計画及び要員計画の高度化を進めております。

⑦　風評リスク

　当社グループに関する風評や否定的な評判は、その内容の真偽にかかわらず、SNS、インターネットメディア、

報道その他の手段を通じて短期間に拡散する可能性があります。特に、システム障害、情報漏えい、法令違反、顧

客対応の不備、提携先・関係会社の不祥事等は、当社グループの信用、ブランド価値、顧客基盤、加盟店及び提携

先との関係に影響を及ぼす可能性があります。これらの事象が生じた場合、会員獲得の停滞、取扱高の減少、営業

機会の逸失及び対応コストの増加等を通じて、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　当社グループでは、平時からのモニタリング、SNS利用を含む従業員教育、危機管理委員会を中心とした情報連

携及び適時適切な対外説明により、風評リスクが事業に与える影響の低減を図っております。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社クレディセゾン本店

（東京都豊島区東池袋三丁目１番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

第四部【保証会社等の情報】
　該当事項なし
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会社名 株式会社クレディセゾン

代表者の役職氏名 代表取締役（兼）社長執行役員ＣＯＯ　　水野　克己

438,360百万円

（2022年６月30日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

1,559円 × 185,444,772株 ＝ 289,108百万円

（2023年６月30日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

2,204.5円 × 185,444,772株 ＝ 408,812百万円

（2024年６月28日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

3,328円 × 185,444,772株 ＝ 617,160百万円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

１　当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２　当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。

３　当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億以上であります。

（参考）

　（注）　2024年６月30日は取引休業日であるため、その直前取引日である2024年６月28日の東京証券取引所における最

終価格で計算しております。
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移

１．事業内容の概要

　当社グループは、2026年３月31日現在、ペイメント、リース、ファイナンス、不動産関連、グローバル、エンタテ

インメント等を主な事業の内容として、各社が各々の顧客と直結した事業活動を展開しております。

　当社グループの事業の報告セグメントとその概要及び当社グループ各社との主な関連は次のとおりであります。

ペイメント事業············　クレジットカード事業及びサービサー（債権回収）事業等を行っております。

＜主な関係会社＞　㈱セゾンファンデックス、セゾン債権回収㈱、セゾン投信㈱、㈱セゾンパーソナルプ

ラス、㈱セゾンパートナーズ、出光クレジット㈱、㈱セゾンテクノロジー、りそなカ

ード㈱、㈱セブンＣＳカードサービス、髙島屋ファイナンシャル・パートナーズ㈱、

大和ハウスフィナンシャル㈱

リース事業················　リース事業を行っております。

ファイナンス事業··········　信用保証事業及びファイナンス関連事業を行っております。

＜主な関係会社＞　㈱セゾンファンデックス、スルガ銀行㈱

不動産関連事業············　不動産事業、不動産賃貸事業及びサービサー（債権回収）事業等を行っております。

＜主な関係会社＞　㈱セゾンファンデックス、㈱ファンデックス債権回収、㈱セゾンリアルティ、㈱コン

チェルト、（同）エル・ブルー

グローバル事業············　レンディング事業及びインベストメント事業を行っております。

＜主な関係会社＞　Saison International Pte. Ltd.、Kisetsu Saison Finance (India) Pvt. Ltd.、

Credit Saison Brazil Participações Ltda.、Credit Saison Mexico S.A. de C.V., 

SOFOM, E.N.R.、Saison Capital Pte. Ltd.、Saison Investment Management Pte. 

Ltd.、PT Credit Saison Indonesia Finance、Saison Crypto Pte. Ltd.、Saison 

Omni Singapore Pte. Ltd.、Saison Omni India Pvt. Ltd.、HD SAISON Finance 

Co., Ltd.

エンタテインメント事業····　アミューズメント事業等を行っております。

＜主な関係会社＞　㈱コンチェルト、㈱イープラス
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回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

純収益 （百万円） 299,017 322,638 361,604 422,818 472,770

事業利益 （百万円） 52,336 60,977 71,941 93,621 101,999

税引前利益 （百万円） 49,936 61,044 97,952 92,786 89,980

親会社の所有者に帰属する当期利

益
（百万円） 35,375 43,599 72,987 66,397 61,728

親会社の所有者に帰属する当期包

括利益
（百万円） 38,426 46,041 93,969 65,736 95,292

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 562,387 598,301 705,053 705,678 760,634

総資産額 （百万円） 3,610,778 3,896,105 4,335,852 4,671,143 4,952,181

１株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 3,598.22 3,827.22 4,323.36 4,740.04 5,296.01

基本的１株当たり当期利益 （円） 226.35 278.92 453.08 423.02 425.13

希薄化後１株当たり当期利益 （円） 226.13 278.75 452.69 422.19 424.61

親会社所有者帰属持分比率 （％） 15.58 15.36 16.26 15.11 15.36

親会社所有者帰属持分当期利益率 （％） 6.47 7.51 11.20 9.41 8.42

株価収益率 （倍） 5.76 6.02 7.01 8.34 9.44

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △70,441 △130,092 △213,404 △249,174 △135,671

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △51,619 △43,828 △85,754 △15,252 △26,925

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） 129,260 224,536 246,699 297,251 139,061

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 108,970 159,671 108,745 139,399 112,317

従業員数 （名）
5,562 5,840 6,138 6,450 6,346

(3,575) (3,669) (3,687) (3,402) (3,405)

２．主要な経営指標等の推移

(1）連結経営指標等

　（注）１　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員及び派遣社員の年間平均雇用人員であります。

２　国際財務報告基準（IFRS会計基準）に基づいて連結財務諸表を作成しております。
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回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

取扱高 （百万円） 8,936,380 9,666,571 10,311,531 10,888,205 11,448,027

営業収益 （百万円） 252,416 266,103 283,868 310,066 343,857

経常利益 （百万円） 30,421 43,424 46,158 54,783 62,061

当期純利益 （百万円） 21,909 34,220 35,924 52,617 54,811

資本金 （百万円） 75,929 75,929 75,929 75,929 75,929

発行済株式総数 （株） 185,444,772 185,444,772 185,444,772 185,444,772 185,444,772

純資産 （百万円） 456,739 483,683 532,483 507,540 528,611

総資産 （百万円） 3,444,915 3,665,162 3,933,236 4,111,773 4,223,468

１株当たり純資産 （円） 2,920.81 3,092.48 3,233.93 3,371.83 3,645.79

１株当たり配当額
（円）

55.00 70.00 105.00 120.00 130.00

（内１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 140.12 218.81 221.60 331.84 373.80

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 13.26 13.20 13.54 12.34 12.52

自己資本利益率 （％） 4.88 7.28 7.07 10.12 10.58

株価収益率 （倍） 9.30 7.68 14.33 10.63 10.73

配当性向 （％） 39.25 31.99 47.38 36.16 34.78

従業員数 （名）
4,084 3,966 3,783 3,624 3,446

(1,581) (1,599) (1,641) (1,354) (1,338)

株主総利回り （％） 102.3 135.9 256.5 291.9 338.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 1,531 1,929 3,303 4,025 4,940

最低株価 （円） 1,097 1,238 1,697 2,563 2,781

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員及び派遣社員の年間平均雇用人員であります。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（プライム市場）におけるものであり、それ

以前は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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